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第 1章

序論

1.1 研究背景

光渦とは図 1.1のように強度分布が円環状で、中心に強度暗転をもつ光ビームである。図

1.1において、明るさは強度を示し、色は位相を示す。多数の空間モード (l = 0,±1,±2, · · · )
を有するこの光ビームはビーム断面内で螺旋状の位相勾配 2πl を持ち、1光子当たり lℏの
軌道角運動量 (OAM : Orbital Angular Momentum)を持つ。光渦の位相勾配や OAMを

利用して、多重化通信や光計測、量子計算などへの応用が期待されており、いずれの応用で

もモード変換 [1]やモード分離技術が重要となる [2]。多重化通信の場合、図 1.2のように異

なるモード lの光渦に異なる情報を載せ、それを同時に送ったものを受信側で分離すること

で行うため、モード分離の精度は非常に重要である。モード分離の技術に関しては、入射光

の断面における光複素振幅分布の幾何学変換を利用したモード分離などが研究されている。

光渦の生成方法としては軸対称偏光素子 (q-plate) [3,4]や円錐鏡 [5]、空間光変調器 (SLM

: Spatial Light Modulator) [6]を用いた手法が確立されている。SLMは液晶を用いている

ため光波による損傷しきい値が低く、電極の吸収や散乱による光学損失も考慮しなければな

らないのが欠点であるが、ビーム成型に対する自由度が極めて高くなっており複数の光渦を

複合した重ね合わせのモードの生成も容易にできる。また、これらの手法は光渦モード lを

l′ = l + δlに加算的、減算的操作をすることが可能であるが、乗算的なモード変換手法はい

まだ十分に確立されていない。

光波のビーム断面における光複素振幅分布の幾何学変換手法 [7, 8] については、ガウシ

アンビームから矩形の強度分布を持つトップハットビームに変換する手法や任意の強度分

布の作成など、古くから研究が行われてきた。近年、この幾何学変換を利用して軌道角運

動量 (OAM) を持った光ビームである光渦のモード分離やモード変換が多数報告されてい

る [9–13]。

1.2 光渦の生成および制御方法

光渦生成の方法としては軸対称偏光素子 (q-plate) や円錐鏡、空間光変調器 (SLM) を用

いる方法があるが、ここでは本研究で用いる q-plateと SLMについて説明する。
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1.2 光渦の生成および制御方法

図 1.1 光渦モード lの強度と位相分布

図 1.2 光渦の応用 (通信)

1.2.1 軸対称偏光素子 (q-plate)

軸対称偏光素子 (q-plate)とは、図 1.3に示すようにモード l = 0の円偏光を入射すると、

円偏光の右回りか左回りの回転方向によってモード l を q-plateのトポロジカルチャージに

応じて l → l ± 2q することができる。ここで q は q-plateの速軸が一周で変化する角度 qπ

である。q-plateは 1/2波長板の速軸が場所によって異なっている光学素子である。円偏光

を 1/2波長板に通すと、逆回りの円偏光となるが、q-plateはその場所ごとに速軸の向きが

異なるため、通過した円偏光の断面内で位相差が生じる。この位相差により中心部で干渉に

よる打ち消しあいが生じて、ドーナツ型の強度分布の光渦を生成する。本研究ではモード分

離、モード変換を行う際の光渦生成法として q-plateを用いている (第 4,5章参照)。

図 1.3 q-plateを用いた光渦生成
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1.2 光渦の生成および制御方法

図 1.4 SLMの動作原理

図 1.5 SLMの使用例 (a)SLMへの入射光 (b)SLMからの反射光

1.2.2 空間光変調器 (SLM)

SLM とは、図 1.4 のようにアドレス部に CMOS 技術を応用してヘッドの液晶部分をパ

ソコンのアプリケーションからの信号を用いて直接電圧制御することで、ピクセル毎に位相

変調できる変調器である。反射面に液晶で構成された多数のピクセルを有しており、パソコ

ンからのアドレス部への書き込み情報により、加える電圧を変化させ、反射面にある液晶素

子の立ち上がりを制御することで各ピクセルの屈折率を変化させる。屈折率の異なるピクセ

ルを光が通過することで光の位相の変調量を変化させ、自由に位相を制御することができ、

任意の空間モードを生成できる。SLMを用いた光渦生成法では、コンピュータを用いて必

要となる位相分布を計算し、それを SLMのアドレス部へ入力し、液晶画面での位相変調を

することで光渦を生成する。SLMは液晶を用いているため光波による損傷しきい値が低く、

電極の吸収や散乱による光学損失も考慮しなければならないのが欠点であるが、ビーム成型

に対する自由度が極めて高くなっており複数の光渦を複合した重ね合わせのモードの生成も

容易に生成できるというメリットがある。アドレスへの入力はグレイスケールのビットマッ

プ画像を用いて行う。階調は 8bitであり、黒色は位相変調量 0、白色は位相変調量 2π とな

る。例えば、図 1.5 のように黒色から白色に線形に変わっている画像を用意して入力する

と、黒色の部分のピクセルの位相変調量は 0で、白色の部分のピクセルの位相変調量が 2π
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1.3 研究目的

なので、入射光に対して反射光の波面が傾き、進行方向がずれる。光渦を生成するには、単

純には 0 ∼ 2πlの位相分布を SLMに入力すれば良いが、グレーティング形状の位相分布を

入力した方が、生成の精度が高くなる。

1.3 研究目的

本研究では 2f 系によるフーリエ変換を利用した光複素振幅の幾何学変換を用いて、光渦

の重ね合わせのビームからそれぞれのモードへの分離及び、光渦のモード l を整数倍する

モード変換手法を提案し実証実験を行う。近年、入射光の断面における光複素振幅分布の幾

何学変換が研究されており、本研究ではこれをモード分離、整数倍のモード変換に利用す

る。モード分離の手法としては 2πlの断面内位相差を持つ光渦を棒状の振幅分布に幾何学変

換を行うことで、モード l毎に異なる位置に集光させて分離する。幾何学変換には、多数の

ピクセルを持ちピクセルごとに位相を変調することができる空間位相変調器 (SLM)を用い

る。モード変換の提案手法では幾何学変換に必要な複数の位相分布を混合することで、一枚

の位相分布で光渦モードの変換を高効率かつ高精度に実現可能であり、OAM制御技術の基

盤になりうる。本稿では幾何学変換とモード変換の原理、伝搬シミュレーション、実験結果

を示す。

1.4 論文構成

1章では研究背景と研究対象である光渦の応用、生成及び制御方法、目的について述べた。

2章では光渦について波動方程式を用いて詳しい説明を行う。3章では本研究で我々が用い

る光複素振幅の幾何学変換について詳しく説明する。4章では光の複素振幅の幾何学的変換

を用いた光渦モード分離について述べ、その実験結果を示す。5章では同じく光複素振幅の

幾何学的変換を用いた光渦モード変換について述べ、その実験結果を示す。6章では 4,5章

で得られた実験結果について考察し、まとめとする。

– 4 –



第 2章

光渦とは

自由空間での電磁波の電場 Ẽ(r, t)の伝搬を支配する波動方程式は、r ≡ (x, y, z)、時間を

tとすると

∇2Ẽ(r, t)− 1

c2
∂2Ẽ(r, t)

∂t2
= 0 (2.1)

であり、この波動方程式を原点として電磁波の各種性質が導かれる。c は光速を表し、

c = 3.0× 108m/sである。このとき Ẽ(r, t)は電磁波の全ての情報を含んでいるが、単一の

周波数 ω のみであると仮定すると空間成分 U(r)を用いて Ẽ(r, t) = U(r) exp (iωt)と書く

ことができ、これを式 (2.1)に代入すれば、ヘルムホルツ方程式(
∇2 + k2

)
U(r) = 0 (2.2)

が得られる。ここで kは波数であり、k = ω/cである。さらに電磁波が z 方向のみに伝搬し

ていると仮定し、U(r) = E(r) exp (ikz)として式 (2.2)に代入すれば、近軸ヘルムホルツ

方程式

∇2E(r)− i2k
∂E(r)

∂z
= 0 (2.3)

が得られる。ここで E(r) は z に対してゆっくりと変化する包絡線を表しているため、式

(2.3)を導く際に、
∣∣∣∂E(r)

∂z

∣∣∣ ≪ k |E(r)| ,
∣∣∣∂2E(r)

∂z2

∣∣∣ ≪ k2 |E(r)|を仮定した。この近似式の最
も簡単な解はガウシアンビームと呼ばれ、z = 0として x-y 平面を極座標 (r, θ)で表すこと

にすれば、

E(r, θ, z = 0) = A exp

(
− r2

2σ2

)
(2.4)

である。ここで Aは振幅、σ は光強度が最大値の 1/eとなるビーム径を表し、r, θは極座標

における原点からの距離と偏角を表す。以降、特に z 座標を問題にしない場合は、式 (2.4)

の左辺を E(r, θ)のように z を省略して書く。

式 (2.3)の解はガウシアンビームだけではなく、様々な高次のモードが存在する。特に式

(2.3)を円筒座標で解くとラゲールガウスモードと呼ばれる以下の解が導かれる。

El(r, θ) = Alr
|l| exp

(
− r2

2σ2

)
exp (ilθ) (2.5)
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ここで lはこのモードを特徴づける整数、Al は振幅である。式 (2.4)のガウシアンビームは

式 (2.5) を l = 0 とした特殊なケースである。まず、のちの積分計算を簡単化するために、

光ビームの全光強度を正規する正規化係数として Al を定める。式 (2.5)の光強度分布は

|El(r, θ)|2 = A2
l r

2|l| exp

(
− r2

σ2

)
(2.6)

である。これを全空間にわたって積分した値が 1となるように Al を決定すると∫ 2π

0

∫ ∞

0

A2
l r

2|l| exp

(
− r2

σ2

)
rdrdθ = A2

l π |l|!σ2(1+l) = 1 (2.7)

となるため、Al = 1/
(√

π |l|!σ|l|+1
)
とすれば良い。これを用いて光渦の電界分布を以下の

式で定義する。

El(r, θ) = Alr
|l| exp

(
− r2

2σ2

)
exp (ilθ) (2.8)

式 (2.8) において、|l| > 1 とすると r|l| exp
(
− r2

2σ2

)
がドーナツ型の強度分布を形成し、

exp (ilθ)が l重螺旋の波面を形成する。このように螺旋状の波面を持つビームを一般に光渦

ビームと呼ぶ。光渦は図 2.1のようにビーム断面で位相が lθ 変化するため、位相が π 違う

部分の強度が互いに打ち消しあい、その結果中心に強度暗点ができる。図 2.1では右回りに

位相 lθが変化する l = 1の光渦となっているが、左回りに位相 lθが変化する光渦も存在し、

そのときモード lは l = −1となる。

図 2.1 通常の光ビームと光渦 (a) 光ビーム断面の強度分布 (b) 光ビーム断面の位

相分布 (c) 光ビームの波面
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第 3章

複素振幅の幾何学変換

第 2章では光渦のモード分離、モード変換のどちらにも使用する光波の複素振幅の幾何学

的変換について述べる。伝搬する光波について考えるため、フレネル回折積分と凸レンズを

用いた 2f 系について述べ、積分計算を実関数と複素関数において解くための位相停留法に

ついて説明する。そして入射面から出射面にかけての条件を満たす変換式について述べ、そ

の幾何学変換を実現するために光波に与えるべき位相分布について述べる。

3.1 幾何学変換のイメージ (拡大や縮小)

まず幾何学変換についての説明を行うために直交座標系の幾何学変換を考える。例として

本研究で用いる幾何学変換を図 3.1に示す。(a)は拡大変換、(b)は対数極座標変換、(c)は

分数指数 (扇形) 変換の幾何学変換を示す。それぞれ元の座標系を拡大したもの、円環の分

布から線状の分布、円環から扇形の分布に変換されていることが分かる。それぞれの変換に

ついては後に詳しく説明する。

図 3.1 座標変換の例 (a)拡大変換 (b)対数極座標変換 (c)分数指数 (扇形)変換
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3.2 実関数の幾何学変換

図 3.2 レンズを用いた 2f 系

3.2 実関数の幾何学変換

図 3.2 のようにある振幅分布 Ein(x, y) を焦点距離 f のレンズを通過し、z = 0 から

z = 2f まで伝搬させ出力 Eout(u, v)を得るシステムを 2f 系と呼ぶ。ここで、Ein(x, y)に

ある位相分布 φ(x, y) を付加し、Eout(u, v) に含まれる余分な位相項を二つ目の位相分布

Ψ(u, v)を与えることにより消去することで所望の幾何学変換を得ることができる。

3.2.1 フレネル積分と 2f 系の入出力関係

フレネル回折積分と 2f 系についての説明を行う。z = 0 の入射面 r = (x, y) における

複素振幅 Ein(r) に対して位相分布 φ(r) を付加する。その後、距離 z だけ伝搬した出射面

s = (u, v)における複素振幅 Eout(r, z)はフレネル回折積分を用いて、

Eout(s, z) =
eikz

iλz

∫
Ein(r)e

iφ(r)ei
k
2z |r−s|2dr (3.1)

である。式 (3.1)を用いて入射面 z = f までの伝搬を計算し、z = f の平面 (t)に焦点距離

f の凸レンズを配置する。凸レンズの位相分布はレンズ中心からの距離 |t|2 に比例し、焦点
距離 f の凸レンズの位相分布は exp

(
−i k

2f |t|2
)
である。その後距離 z = 2f まで伝搬させ

る。これを 2f 系と呼び、入出力関係は

Eout(s, 2f) = −i
ei2fk

2fλ

∫
Ein(r)e

iφ(r) exp

[
−i

k

f
s · r

]
dr (3.2)

= −i
ei2fk

2fλ
F
[
Ein(r)e

iφ(r)
](k

f
s

)
(3.3)

となるため 2f の出力面における電場Eout(s, z)はEin(r)e
iφ(r)のフーリエ変換と一致する。
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3.2 実関数の幾何学変換

3.2.2 位相停留法

式 (3.3)の 2f 系を位相停留法による近似計算を考える。位相が早く変化するときに、変

化がゆるやかになる停留点すなわち微分値が 0となる位相停留点の条件として

∇
(
φ(r)− k

f
s · r

)
= 0 (3.4)

である必要がある。ここで∇ =
(

∂
∂x ,

∂
∂y

)
∇φ(r) =

k

f
∇(s · r) = k

f
s (3.5)

である。よって

∂φ(x, y)

∂x
=

k

f
u,

∂φ(x, y)

∂y
=

k

f
v (3.6)

である。式 (3.6)の x, y 成分をそれぞれ y, xで偏微分すれば式 (3.6)の φ(x, y)が解を持つ

条件 (連続条件)として
∂u

∂y
=

∂v

∂x
(3.7)

が導かれる。したがって式 (3.7) の連続条件を満たす所望の幾何学変換 (x, y) 7→
(u(x, y), v(x, y)) を実装したい場合、式 (3.6) の偏微分方程式を φ(x, y) について解

き、2f 系の入射面に φ(x, y) を配置すれば良い。ただし、位相分布 φ(x, y) を与えた

ことにより φ(x, y) が u-v 座標の関数となった φ(x(u, v), y(u, v)) と、フーリエ変換

によって加わる項が余分な位相として出射面に現れる。よって、2 つ目の位相分布補

正用の位相分布 Ψ(u, v) を用いて余分な位相を削除する必要があるため、式 (3.3) を

位相停留法を用いて解くことで求める。位相停留点を (x0, y0) として、式 (3.6) より
∂2φ(x0,y0)

∂x2

∣∣∣
x=x0,y=y0

= φxx,
∂2φ(x0,y0)

∂y2

∣∣∣
x=x0,y=y0

= φyy,
∂
∂x

∂
∂yφ(x0, y0)

∣∣∣
x=x0,y=y0

= φxy

とする。ここで、 k
f u = kx,

k
f v = ky として式 (3.3)を解くと

Eout(s, 2f) = −i
ei2fk

2fλ

Ein(r)e
iφ(x0,y0)e−i(kxx0+kyy0)

2πi(φxxφyy − φ2
xy)

1
2

(3.8)

となる。ここで、補正するべき余分な位相項は φ(x0, y0)− (kxx0 + kyy0)であるので、位相

補正用の位相分布 Ψ(u, v)は

Ψ(u, v) = −φ(x0, y0) + (kxx0 + kyy0) (3.9)

を与えれば良い。
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3.3 2f 系内における位相停留条件

3.3 2f 系内における位相停留条件

式 (3.1)のフレネル回折積分を位相停留法による近似計算を考えると、位相停留点の条件

として

∇
(
φ(r) +

k

2z
|r − s|2

)
= 0 (3.10)

である必要があるため、

∇φ(r) = − k

2z
∇|r − s|2 = −k

z
(r − s) (3.11)

である。凸レンズ通過後のフレネル回折積分について、レンズからの伝搬距離は z − f で、

z ≥ f とすると

Eout(s, z) = −i
eikz

λz

∫
Ein(r)e

iφ(r) exp

[
−i

k

f

{
s · r −

(
1− z

2f

)
|r|2
}]

dr (3.12)

である。同様に位相停留条件について計算すると

∇φ(r) =


−k

z
(r − s) (0 ≤ z ≤ f)

−k

f

{(
2− z

f

)
r − s

}
(f ≤ z ≤ 2f)

(3.13)

が得られる。式 (3.13)は第一式がレンズの手前、第二式がレンズ後の伝搬の条件式である。

式 (3.13)を用いれば 2f 系を用いた幾何学変換の過程を計算することができる。例えば、～

で示した拡大、対数極座標変換、分数指数の伝搬途中の座標系の変化を下に示す。

3.4 光渦モード変換に有用な座標変換の例

2f 系における座標変換の途中計算の簡単な例として x-y 平面から u-v 平面への幾何学変

換について (u, v) = (αx, αy) を行った結果を図 3.3 に示す。(a) は α = 2 の変換、(b) は

α = 0.5の変換であり、それぞれ 2倍と 1/2に変換されたことがわかる。

ここでは、光渦モード分離とモード変換に有用な座標変換の伝搬の様子を 2つ示す。複素

平面 ζ = x+ iy = reiθ から ω = u+ iv = ρeiϕ への座標変換を考える。

3.4.1 Log-Polar(円↔線)

ω = log ζ とする変換を対数極座標変換 (Log-Polar)と呼ぶ。ここで

(u, v) =
(
log
√

x2 + y2, tan−1 y

x

)
, (x, y) = (eu cos v, ev sin v) (3.14)

であり、図 3.4のようになる。円から線への幾何学変換となっていることがわかる。この変

換については第 4章の光渦モード分離に使用しているため、そちらで詳しい説明を行う。
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3.5 複素形式

図 3.3 直交座標系の幾何学変換 (a)2倍に変換 (b)0.5倍に変換

図 3.4 対数極座標変換 (a)直交座標系 (b)極座標系

3.4.2 分数指数 (円↔1/N の扇形)

ω = ζ
1
N とする変換を図 3.5に示す。ここで、

(ρ, ϕ) =

(
r

1
N ,

θ

N

)
, (r, θ) =

(
ρN , Nϕ

)
(3.15)

であり、円から 1/N の扇形の分布となることがわかる。この変換については第 5章の光渦

モード変換に使用しているため、そちらで詳しい説明を行う。

3.5 複素形式

3.5.1 可積分条件の複素表現とその解

2f 系に対する停留点の条件を複素関数として書き表すために、上記の議論を複素関数へ

と拡張して、ζ から ω への座標変換を考える [14]。ζ = x+ iy と ω = u+ iv という複素数

を導入し、φ(x, y)を ζ と ζ で書き表した関数 φ(ζ, ζ)を考える。ここで、伝搬距離 z の座
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3.5 複素形式

図 3.5 分数指数 N = 2の幾何学変換 (a)直交座標系 (b)極座標系

標系を ω(z)とする。これらを用いれば式 (3.13)の第一式を複素領域において書き直すと(
∂

∂x
+ i

∂

∂y

)
φ(x, y) =

k

f
{(x− u) + i(y − v)} (3.16)

である。ここで、複素偏微分作用素 (Wirternger operator) ∂
∂ζ = 1

2

(
∂
∂x − i ∂

∂y

)
を用いれば

2
∂

∂ζ
φ(ζ, ζ) =

k

f
{(x+ iy)− (u+ iv)} (3.17)

∂φ(ζ, ζ)

∂ζ
=

k

2f
(ζ − ω(z)) (3.18)

となる。式 (3.13)の第二式も同様に書き直すと

∂φ(ζ, ζ)

∂ζ
=


− k

2z
(ζ − ω(z)) (0 ≤ z ≤ f)

− k

2f

{(
2− z

f

)
ζ − ω(z)

}
(f ≤ z ≤ 2f)

(3.19)

が得られる。特に z = 2f のときは

∂φ(ζ, ζ)

∂ζ
=

k

2f
ω(2f) (3.20)

が成立する。φ(ζ, ζ) が実関数であることを利用すれば、両辺の複素共役をとって以下も成

り立つ。

∂φ(ζ, ζ)

∂ζ
=


− k

2z
(ζ − ω(z)) (0 ≤ z ≤ f)

− k

2f

{(
2− z

f

)
ζ − ω(z)

}
(f ≤ z ≤ 2f)

(3.21)

3.5.2 連続条件を満たす関数としての反正則関数

まず、複素数の正則関数 g(ζ)を考える。g(ζ)の実部を u(x, y)、虚部を v(x, y)とおくと

g(ζ) = u(x, y) + iv(x, y) (3.22)
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3.6 幾何学変換に必要となる位相分布

であり、この正則関数は以下の (Causchy-Riemann)の関係式を満たす。

∂u

∂x
=

∂v

∂y
,
∂u

∂y
= −∂v

∂x
(3.23)

したがって、式 (3.7)の連続条件は複素数の正則関数が満たす (Causchy-Riemann)の関係

式の一つの符号を反転した式となっている。そこで正則な複素関数 g(ζ)に対して、z = 2f

における座標変換式として ζ を変数とした

ω(2f) = g(ζ) (3.24)

を考えると、式 (3.24)は反正則関数と呼ばれる。g(ζ)の実部を U(x, y)、虚部を V (x, y)と

おくと、ζ = x − iy なので U(x, y)と V (x, y)は式 (3.22)の u(x, y)と v(x, y)の y 座標の

符号を反転した式であり、

g(ζ) = U(x, y) + iV (x, y) (3.25)

= u(x,−y) + iv(x,−y) (3.26)

である。したがって g(ζ)に対する Causchy-Riemannの関係式は

∂U

∂x
= −∂V

∂y
,
∂U

∂y
=

∂V

∂x
(3.27)

となる。これは式 (3.7)の連続条件を満たしており、反正則関数 (anti-analytic function)が

満たす連続条件の複素表現である。以上のことから、反正則関数で表現される幾何学変換は

2f 系で実装可能である。

3.6 幾何学変換に必要となる位相分布

3.6.1 2f 系の途中における位相停留法の式

2f 系で変換される過程での幾何学変換の様子を考える。距離 z 伝搬した座標系を ω(z)と

表すと式 (3.19,3.20)より

ω(0) = ζ (3.28)

ω(2f) =
2f

k

∂φ(ζ, ζ)

∂ζ
(3.29)

である。したがって式 (3.19)より

ω(z) =


ζ +

z

f
ω(2f) (0 ≤ z ≤ f)(

2− z

f

)
ζ + ω(2f) (f ≤ z ≤ 2f)

(3.30)

となる。この ω(z) を計算することで、位相分布 φ(ζ, ζ) を与えた後の伝搬中の振幅分布を

知ることができる。
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3.6 幾何学変換に必要となる位相分布

3.6.2 必要な変換用と補正用の位相分布

2f 系において幾何学変換を行う際に必要な位相分布は、上で求めた式 (3.20)とその位相

共役より 
∂φ(ζ, ζ)

∂ζ
=

k

2f
g(ζ)

∂φ(ζ, ζ)

∂ζ
=

k

2f
g(ζ) =

k

2f
g(ζ)

(3.31)

である。両式をそれぞれ ζ, ζ で積分すると
φ(ζ, ζ) =

k

2f

∫
g(ζ)dζ +C(ζ)

φ(ζ, ζ) =
k

2f

∫
g(ζ)dζ +C′(ζ)

(3.32)

となる。ここで Cと C′ は積分定数である。式 (3.32)の 2式を満たす関数 φ(rθ)は、

φ(r, θ) =
k

2f

(∫
g(ζ)dζ +

∫
g(ζ)dζ

)
(3.33)

=
k

f
Re

[∫
g(ζ)dζ

]
(3.34)

である。また、補正するべき位相分布は式 (3.9)に位相停留点 ζ0(ω)を用いて

Ψ(ρ, ϕ) = −φ(ζ0, ζ0) +
k

2f
(ω0ζ0 + ω0ζ0) =

k

f
Re

[
ω0ζ −

∫
g(ζ)dζ

]
(3.35)

となる。
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第 4章

幾何学変換を用いた光渦モード分離

本章では、3章で少しふれた対数極座標変換を用いて光複素振幅の幾何学変換を行い、円

環の分布から 2πlの位相勾配を保持した線状の分布に変換することで、それぞれのモードの

持つ位相勾配により別々の場所に集光させ分離する手法を説明する。また、円環の分布から

線状の分布に変換する際に回折格子の効果を用いて、一つの円環から複数の線状の分布へと

変換することで、モード間の干渉を減らす手法についても説明する。そして、それぞれの手

法について実験を行い、モード間干渉を用いた比較を行う。

4.1 本研究の分離手法の概要

M を用いた光渦のモード分離には、レンズのフーリエ変換作用を利用して光の座標変換

を行う [15]。 光渦の円形の強度分布に SLMで位相を与え、その分布をレンズを通してフー

リエ変換することで、図 4.1(a) のように位相勾配を保持したまま直線状の強度分布へと変

換する。この座標変換を対数極座標変換と呼ぶ。0 ∼ 2πl の位相勾配をもった直線状の光

ビームは、図 4.1(b)のように元の光渦のモード lに依存して別々の場所に集光される。

この対数極座標変換を光学系で実現するために我々が用いる方法は図 4.2のような光ビー

ムの (x, y)平面から (u, v)平面への幾何学変換である。図 4.2では SLMが透過型となって

いるが、実験で用いるのは反射型の SLMである。元の強度分布 El(x, y)に座標変換用の位

相分布 φ(x, y)を与えレンズでフーリエ変換し、それによって生じた余分な位相を位相補正

用の分布 Ψ(u, v)を与えて消去することで、位相情報を保持した所望の座標変換を得ること

ができる。対数極座標変換を光学系で行うことで、光渦の円状の強度分布から位相情報を保

持したまま直線状の強度分布へと変換すると、元の光渦の位相勾配によって違う場所に集光

させることができるため、光渦のモード lごとに分離することができる。

4.1.1 対数極座標変換

本節では対数極座標変換 (Log-Polar 変換) に必要となる位相分布を求める。平面を複素

数 ζ を用いて表すと

ζ = x+ iy = reiθ (4.1)
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4.1 本研究の分離手法の概要

図 4.1 対数極座標変換による光渦モード分離 (a)l = 0 (b)l = 1

図 4.2 幾何学変換の全体像

となり、変換後の平面を ω = u + iv として、幾何学変換を表す反正則関数として複素対数

関数を考えると

ω = g(ζ) = log ζ = log re−iθ = log r − iθ (4.2)

となる。式 (4.2)より、(x, y)平面において原点から距離 r、偏角 θの点は、図 4.3のように

実軸が log r、虚部が θ の点へと座標変換される。ここで、幾何学変換のための反正則関数

に定数 p, q を導入すると

g(ζ) = q log
ζ

p
= q (log r − log p− iθ) (4.3)
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4.1 本研究の分離手法の概要

図 4.3 (x, y)平面から (log r, θ)平面へ座標変換

図 4.4 pq を導入した (x, y)平面から (log r, θ)平面へ座標変換

となり、図 4.4のように定数 q が変換後のスケールを決め、定数 pによって変換後の実軸が

移動する。この変換式 (4.3)を (x, y)座標から (u, v)座標への写像として表すと

(u, v) = q (log r − log p,−iθ) = q

(
log

√
x2 + y2

p
,− tan−1 y

x

)
(4.4)

となる。この変換を実現することで図 4.1のように円から直線状の強度分布への座標変換が

できる。変換後の光は図 4.1のように、変換前の光渦の位相勾配によって別々の場所に集光

される。しかし、光ビームの座標変換を直接行うことはできないため、位相停留法を用いて

SLM に与える位相 φ(x, y) を求め、位相変調した光ビームをレンズでフーリエ変換した焦

点面で座標変換を実現する。
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4.1 本研究の分離手法の概要

4.1.2 対数曲座標変換に必要な位相分布

2f 系において幾何学変換を実現するために与える位相分布 φ(x, y)は式 (3.34)より、

φ(x, y) =
k

f
Re

[∫
q log

ζ

p
dζ

]
(4.5)

=
kq

fL

(
−y tan−1 y

x
+ x log

√
x2 + y2

p
− x

)
(4.6)

となる。位相補正については式 (3.35)より

Ψ(u, v) =
k

f
Re

[
qp exp

(
ω

q

)]
=

k

f
qp exp

(
u

q

)
cos

(
v

q

)
(4.7)

である。

光ビームに一つ目の位相ホログラム φ(x, y)を与えレンズでフーリエ変換すると、その焦

点面で直線状の強度分布に座標変換される。そこに二つ目の位相ホログラム Ψ(u, v)を与え

レンズでフーリエ変換すると、余分な位相項が消去されて光ビームのモード lによって異な

る位相勾配をもつため、レンズの焦点面で異なる場所に集光させることができる。

4.1.3 対数曲座標変換に用いる位相分布の改良

4.1.1 節の対数極座標変換では、0 ∼ 2πl まで変化するモード l 光渦の場合だと位相が

0 ∼ 2πl 変化する直線に変換できた。直線に変換した後の分離にはレンズによる集光を用い

るが、位相の勾配量が大きいほど集光した際に集光点が小さくなる特性を活かし、分離の度

合いを向上させることができる。そこで、位相分布に回折格子の性質 [11]を加えることによ

り、直線上の分布を複製し縦に 3つ並べる変換を考える。このとき与える位相分布 φ′(x, y)

は

φ′(x, y) =
2πq

λf

(
y tan−1

(y
x

)
− x

2
ln
(
x2 + y2

)
+ px

)
+tan−1

[∑N
m=−N bm sin

[
2πΘ
λ my + am

]∑N
m=−N bm cos

[
2πΘ
λ my + am

]] (4.8)

である。ここで、am, bm は均一な強度の複製を実現するための定数であり、N により

2N + 1の複製されたビームの数が生成され、Θ = (2πd)/f は複製したビーム間を分ける角

度である。また、位相補正のための分布 Ψ′(u, v)は

Ψ′(u, v) =

N∑
m=−N

[
−
{
2πL exp(p− 1)

λf
exp

(
− u

L

)
cos
( v
L

)
− ϕbc(m)

}
rect

(
v − 2mπL

2πL

)]
(4.9)

であり、L = (Θf)/2π、ϕbc(m)はm = (−1, 0, 1)に対して (0, 3π/2, 0)、rect(x)は |x| < 1
2

で 1、それ以外で 0となる矩形関数である。図 4.5と図 4.6に、対数極座標変換に複製効果
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4.2 実験

図 4.5 複製していないモード分離

図 4.6 複製したモード分離

を加えたものと加えていないものを示す。座標変換により 3つに複製することで集光した際

に 1/3の大きさの強度分布にすることができる。

4.2 実験

4.2.1 実験構成

実験系を図 4.7に示す。実験系としては光渦の生成、SLMを用いた複素振幅の幾何学的

変換、CCDカメラによる測定系の 3つから構成されている。光源は 635nmのファイバピ

グテール LDであり、水平偏光を入射している。その後、q-plateを用いて光渦を生成する

が、QWP1,QWP2それぞれの角度を 45◦ または 135◦ とすることで光渦モードの符号を選

択する。今回用いる q-plateは q = 1
2 であるため、l = 0,±1について実験を行う。次に幾
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4.2 実験

図 4.7 光渦モード分離の実験系

図 4.8 伝搬中の幾何学変換

何学的変換の部分について説明する。生成した光渦に座標変換のための位相分布 φ(x, y)を

与え、レンズのかわりに凹面鏡での反射によりフーリエ変換を行い 2f 伝搬後に補正の分布

Ψ(u, v)を与える。実験系の簡素化のため、2つの位相分布は SLMの半分ずつに表示する。

補正後に CCDカメラで光強度分布を観測した。

4.2.2 実験結果

実際に幾何学変換を行った結果を図 4.8に示す。光渦の持つ円環の強度分布から直線状の

強度分布へと変換され、その後レンズで集光することでモード分離が実現できることが分か

る。次に、l = −1, 0,+1の光渦を分離した際の位置のずれを図 4.9(a)に示す。この図の破

線の断面を見てみると図 4.9(b)のように各モードごとに分離できていることがわかる。モー

ド間の分離の度合いを評価するため、図 4.10のようにモード間干渉というものを定義する。

2つのモード間 ln, lm に対して 2つの強度分布の中央位置を境界として、境界を超える面積
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4.2 実験

図 4.9 モード分離の実験結果 (a)各モードの位置ずれ (b)各モードの破線断面

図 4.10 モード間干渉

をそれぞれ S′
n, S

′
m とし、各モードの面積を Sn, Sm とするとモード間干渉 Rn→m, Rm→n

はそれぞれ

Rn→m ≡ S′
n

Sn
, Rm→n ≡ S′

m

Sm
(4.10)

で定義される。モード間干渉の評価結果を複製なしと 4.1.3 節で説明した複製ありの場合

について図 4.11に示す。それぞれのモード間干渉を比較すると、幾何学変換に回折格子の

性質を入れて分布を複製することによって 8.18% から 0.98% と大幅に減少することがわ

かった。
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4.2 実験

図 4.11 光渦モード分離の実験結果 (a)複製なし (b)複製あり
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第 5章

幾何学変換を用いた光渦モード変換

本章では 3章で少しふれた分数指数 (扇形)変換を用いて、光複素振幅の幾何学変換を行

い、光渦の円環の分布から 2πlの位相勾配を保持した半円状の分布に変換する。また、半円

状の分布を反対側に折り返した分布へと変換することにより、2つの半円で 4πl の位相勾配

を持った一つの円環へと変換できる。つまり、円環から半円へと幾何学変換を行うことで光

渦のモード lを 2逓倍できる。同様に、半円ではなく 1/3の扇形へと変換した分布を 3つ用

いることによって、光渦のモード l を 3逓倍できる。2逓倍、3逓倍それぞれについて実験

を行い、逓倍変換された分布に所望モードが含まれる割合を求め、含まれる平均モードも求

める。

5.1 光渦モードの逓倍変換

5.1.1 光渦モードの N 逓倍

次に、光渦モードを逓倍変換するための座標変換について考える。各平面を極座標 (r, θ)

から (ρ, φ)への変換と考え (x, y)平面でのある点を ζ = x + iy = reiθ とすると、l の光渦

モードをもつ光複素振幅は式 (2.5)より El(r, θ) ∝ E0(r)
(
reiθ

)l ∝ ζl となる。ここで E0(r)

は基本ガウシアンモードの光複素振幅である。幾何学変換を表す反正則関数として

g(ζ) = αζ
1/N

(5.1)

を考える。ここで αは任意の実定数である。2つの座標の関係を極座標で表せば、

ω = ρeiϕ = α
(
re−iθ

)1/N
= αr1/Ne−i(θ+2nπ)/N (5.2)

となる。複素数の分数べき関数は多価関数であり、ある ζ に対して N 個の ω が存在する

ため

(ρ, ϕ) =

(
αr1/N ,−θ + 2nπ

N

)
, (n = 0, · · · , N − 1) (5.3)

であり、逆に (r, θ)は

(r, θ) =

(( ρ
α

)N
,−Nϕ

)
(5.4)
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5.1 光渦モードの逓倍変換

と書ける。式 (5.1) より
(
ζ = (ω/α)

N
, ζ = (ω/α)

N
)
なので、モード l の光渦の複素振幅

ζl = r|l|eilθ は

ζl =

(
ω

α

)Nl

= rN |l|e−iNlθ (5.5)

となるためモード l から −Nl に −N 逓倍される。この逓倍変換は式 (5.3) のように多

価関数を含むため、N 逓倍するためには N 個の幾何学変換を実現するための位相分布

φn (n = 1, · · · , N)が必要である。

式 (3.34)より、N 逓倍を実現するために必要な位相分布 φn(r, θ)は

φn(r, θ) =
αk

f
Re

[∫
ζ

1
N dζ

]
(5.6)

=
αk

f
Re

[
N

N + 1
ζ
1+ 1

N

]
(5.7)

=
αk

f

Nr1+
1
N

N + 1
cos

[
(N + 1) θ + 2nπ

N

]
(5.8)

である。求めた φ(r, θ)により強度分布は所望の変換が得られるが、幾何学変換のために与

えた位相分布が (ρ, ϕ)平面の関数に変換された項とフーリエ変換のために加わる項の 2つが

余分な項として残るため、それを補正しなければ所望の位相分布が得られない。補正するべ

き位相分布は

Ψ(ρ, ϕ) = −φ(ζ0, ζ0) +
k

2f
(ω0ζ0 + ω0ζ0) (5.9)

=
k

f

(
ρ

|α|

)N [
ρ cos [(N + 1)ϕ]

N + 1

]
(5.10)

であり、これを補正用の位相分布として与えることで所望の幾何学変換を得られる。

例として、N = 2のモード変換の概念図を図 5.1(a)に示す。上で説明したように 2つの

位相分布によって 2つの座標変換を行う必要があり、それぞれの幾何学変換によって実現さ

れる分布を赤 (n = 0) と青 (n = 1) の点線で示している。それぞれ円環から半円に変換さ

れ、位相分布に注目すると l → −2lとなっていることがわかる。(r, θ)座標での ζ は一点を

表すが、(ρ, ϕ)での ω は 2つの幾何学変換によって二点となる。同様に N = 3のモード変

換の概念図を図 5.1(b)に示す。それぞれの幾何学変換によって実現される分布を赤 (n = 0)

と青 (n = 1)と緑 (n = 2)の点線で示しており、ζ の一点から ω の三点への変換となる。

5.1.2 複数の位相分布の混合

次に光渦モードを N 逓倍する際に必要となる N 個の位相分布による位相変調をどのよう

に実装するのか考える。今回位相変調に用いるのは 1つの空間位相変調器のみであるため、
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5.1 光渦モードの逓倍変換

図 5.1 光渦 (l = 1)の逓倍変換 (a)2逓倍 (b)3逓倍

N 個の位相変調を 1つの位相分布 φにより実現する必要がある。N 逓倍するために必要な

位相分布を φ1, φ2, · · · , φN として与えると

A(r)eiφ(r) =
1

N

N∑
n=1

eiφn(r) (5.11)

となり、振幅を表す A(r) と位相を表す eiφ(r) によって N 逓倍が実現される。しかし、今

回用いる SLM では強度の変換は行うことができないため、位相変調のみを用いて A(r, θ)

の振幅変調を実現するために、文献 [16] を参考にして、まず式 (5.11) を 2 つの位相分布

P+(r)と P−(r)を用いて

A(r)eiφ(r) =
1

2

[
eiP+(r) + eiP−(r)

]
(5.12)

と表す。このとき
P±(r) = φ(r)± cos−1 A(r) (5.13)
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5.1 光渦モードの逓倍変換

とすれば式 (5.12)が成立する。更に式 (5.11)を単一の位相分布で実現するために、SLMの

ピクセル毎に 0と 1が交互に現れるチェック柄の分布 Π+(r)とそれと相補的なチェック柄の

分布 Π−(r) = 1−Π+(r)を用いて、お互いに 1となる部分が重複しないように足し合わせ

Φ(r) = P+(r)Π+(r) + P−(r)Π−(r)

= φ(r) + Π±(r) cos
−1 A(r) (5.14)

を位相ホログラムとして用いる。ここで、Π±(r) ≡ Π+(r) − Π−(r)である。Φ(r)を位相

として与えることを考えると

ei(P+(r)Π+(r)+P−(r)Π−(r)) (5.15)

= ei(P+(r)Π+(r))ei(P−(r)Π−(r)) (5.16)

= Π+(r)e
iP+(r) +Π−(r)e

iP−(r) (5.17)

と変形できる。2f 系による実装を考えるため、上の位相をフーリエ変換すると

F
[
Π+(r)e

iP+(r)
]
+ F

[
Π−(r)e

iP−(r)
]

(5.18)

= F [Π+(r)] ∗ F
[
eiP+(r)

]
+ F [Π−(r)] ∗ F

[
eiP−(r)

]
(5.19)

となる。ここで、Π+ は SLMのピクセルサイズ dとして、周期 2dの周期関数であるため、

フーリエ級数展開すると、

Π+ =
1

2
+
∑

n,m̸=0

[cn,m] ei
π
d (nx+my), (5.20)

cn,m = −{(−1)n − 1} {(−1)m − 1}
2nmπ2

(5.21)

である。よって、式 (5.19)は

1

2
F
[
eiP++iP−

]
(kx, ky) +

∑
n,m̸=0

[cn,m]F
[
eiP+ − e−iP−

]
(kx − π

d
n, ky −

π

d
m) (5.22)

となる。ここで、SLMのピクセルサイズ dは十分小さいため、上の式の第一項とそれ以外

の項は波数空間上で十分に分離されている。したがって、(n,m) = 0に対応する第一項のみ

を抜き出し、逆フーリエ変換することで(
eiP+(r) + eiP−(r)

)
/2 (5.23)

となり、式 (5.11)の幾何学変換が実装できる。

5.1.3 2逓倍のときに SLMに与える具体的な位相分布

ここで、光渦モードの 2逓倍の場合に必要となる具体的な位相分布の式を示す。N = 2の

逓倍変換の場合、

φn(r) =
2αkr

3
2

3f
cos

[
−3θ + 2nπ

2

]
(5.24)
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5.1 光渦モードの逓倍変換

図 5.2 SLMに与える位相分布 (a)理想的な振幅位相変調 (b)位相混合した位相分布

Φ(r, θ) (c)位相補正の分布 Ψ(ρ, ϕ)

である。位相分布の総和を計算すると、

1

N

N∑
n=0

eiφn(r,θ) = cos

[
2iαkr

3
2

3f
cos

[
3θ

2

]]
(5.25)

である。したがって、式 (5.11)を利用して SLMに位相分布を与えることで光渦モードを 2

逓倍することができる。また、補正するべき位相分布は式 (5.10)より

Ψ(ρ, ϕ) =
k

f

(
ρ

|α|

)2 [
ρ cos [3ϕ]

3

]
(5.26)

である。同様に 3逓倍の場合には

1

N

N∑
n=0

= exp

[
i
αk

f

3r4/3

4
cos

[
4θ + 2nπ

3

]]
(5.27)

であり、位相補正 Ψ(ρ, ϕ)は

Ψ(ρ, ϕ) =
k

f

(
ρ

|α|

)2 [
ρ cos [4ϕ]

4

]
(5.28)

である。ここで、2,3逓倍それぞれの位相分布の図を図 5.2に示す。図 5.2(a)は逓倍変換の

ための理想的な複素振幅を示し、(b)は上で求めた SLMに与えるべき位相混合された位相

分布 Φ(r, θ)、(c)は位相補正のための Ψ(ρ, ϕ)である。

5.1.4 伝搬シミュレーション

光学系において光の複素振幅の幾何学変換を実装するためには位相分布 Φ(r, θ)によって

変調し、分布のフーリエ変換することが必要である。そこで、焦点距離 f のレンズを用いて
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5.2 実験

複素振幅をフーリエ変換する際、伝搬距離ごとにどのように変化していくかシミュレーショ

ンを行う。

光渦モードの逓倍変換 ω = g(ζ) = αζ
1
N を考えると式 (3.29)と式 (3.30)より

ω(2f) =
2f

k

∂φ(ζ, ζ)

∂ζ
= αζ

1
N (5.29)

であり、

ω(z) =


ζ +

z

f
αζ

1
N (0 ≤ z ≤ f)(

2− z

f

)
ζ + αζ

1
N (f ≤ z ≤ 2f)

(5.30)

となる。

ω(z)について光渦モードを 2逓倍する幾何学変換の数値シミュレーションを行った結果を

図 5.3に示す。図 5.3(a)には l = +1の光渦モードを 2逓倍した結果を示す。光渦 l = +1に

位相分布 Φ(r, θ)を与え、焦点距離 f のレンズでフーリエ変換した分布に位相補正 Ψ(ρ, ϕ)

を与えることで l′ = −2の光渦が得られる。図 5.3(b)は 2つの幾何学変換を赤と青で表し

ており、2f の伝搬によって円状の分布となることが分かる。図 5.3(c)は光複素振幅の変換

過程を示したものである。2f 伝搬後の振幅分布を見ると、座標の伝搬と同様に変化してい

き円環の強度分布になっているが、位相分布を見ると光渦の分布とはかけ離れており補正の

必要があることがわかる。光渦モードを 2逓倍と 3逓倍する幾何学変換のとき、極座標の変

換過程を図 5.4 に示す。それぞれ 2 つと 3 つの幾何学変換を赤と青と緑で表しており、2f

伝搬することで円状の分布となることがわかる。

5.2 実験

5.2.1 実験構成

図 5.5に実験系を示す。実験系としては光渦の生成、SLMを用いた複素振幅の幾何学的変

換、参照光との干渉による OAM測定系の 3つから構成されている。光源は 635nmのファ

イバピグテール LD であり、光ファイバカプラで参照光と被測定光に分けてそれぞれ水平

偏光を準備している。その後、q-plate(光渦リターダ)(q = 1
2 , 1)を用いて光渦を生成する。

q-plateは入射光の円偏光の状態に応じて lを l± 2qに変換する性質を持つ。QWP1,QWP2

それぞれの角度を 45◦または 135◦とすることで光渦モードの符号を選択する。また、QWP

の角度を 0◦ とすることで光渦モードの正負の重ね合わせを生成する。今回用いる q-plate

はm = 1, 2であるため、l = 0,±1,±2について実験を行う。次に幾何学的変換の部分につ

いて説明する。生成した光渦に SLMを用いて幾何学変換のための位相分布 Φ(r, θ)を与え、

レンズのかわりに凹面鏡で反射して 2f 伝搬後に補正の分布 Ψ(ρ, ϕ)を与える。2つの位相
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5.2 実験

図 5.3 振幅分布と座標の変換過程の数値的シミュレーション (a)2 逓倍変換された光

渦と与える位相分布 (b)極座標系の変換過程 (c)振幅分布の変換過程

分布は SLMの半分ずつに表示する。補正後はレンズとピンホールを用いた空間フィルタに

よってビームを整形し、CCDカメラで観測する。観測は l = 0,±1,±2を 2逓倍と 3逓倍

について行った。CCDカメラでは光の強度分布しか取得できないため、位相分布が所望の

逓倍変換されているか確認するために l = 0の参照光と干渉させ、その干渉縞から角スペク

トル移動法を用いて光渦モードの解析を行った。

図 5.4 逓倍変換における座標の変換過程の数値的シミュレーション (a)2 逓倍変換さ

れる極座標系 (b)3逓倍変換される極座標系
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5.2 実験

図 5.5 モード変換の実験系

5.2.2 実験結果

図 5.6に変換前後の強度分布の測定結果を示す。図 5.6(a)は入力した光渦モード、(b)は

2逓倍、(c)は 3逓倍した結果を示す。l = ±1,±2の変換結果に関しては、方位角に沿った

明点の個数が 2倍および 3倍となっていることから光渦モードの逓倍が正しく行えたことが

確認できる。l = +1,+2 に関しては円環状の強度分布が観測できたが、位相分布も含めて

光渦モードの変換が正確に行えたかどうかわからないため、l = 0の参照光との干渉縞を観

測して、角スペクトル移動法を用いて位相分布を確認した。

角スペクトル移動法を用いた振幅の計算

光渦モード l を有する被測定光と l = 0 の参照光との干渉縞を処理し、位相分布を確認

する具体的な方法 (角スペクトル移動法) を示す。l = 2 の実験結果による例を図 5.7 に示

す。光渦モード lを持つ光の複素振幅を El(r)とすると、モード lの光渦に角度 Θで参照光

E0(r)が入射したときの干渉縞は

I(r) ≡
∣∣E0(r)e

ikx sinΘ + El(r)e
ilθ
∣∣2

= |E0(r)|2 + |El(r)|2 + E0(r)El(r)
{
ei(kx sinΘ−lθ) + c.c.

}
(5.31)

となる。但し、El(r)は El(r)の複素共役である。観測した I(r)をフーリエ変換 F すると、
干渉項に対応する式として

F
[
E0(r)El(r)e

ilθ
]
(kx − k sinΘ) ,F

[
E0(r)El(r)e

ilθ
]
(kx + k sinΘ) (5.32)
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5.2 実験

図 5.6 逓倍変換された光渦の強度分布 (a)入射したモード lの光ビーム (b)入射ビー

ムの 2逓倍変換 (c)入射ビームの 3逓倍変換

図 5.7 角スペクトル移動法 (a)参照光 (l = 0)との干渉縞 (b)干渉縞のフーリエ変換

(c)モード lの成分のみ抜き出して逆フーリエ変換

が得られる。これは波数領域において原点から ±k sinΘ だけずれた成分として得られる

ため、このずれた部分だけを図 5.7(b) のように抜き出して逆フーリエ変換を行うことで

E0(r)El(r)e
ilθ が得られる。角スペクトル移動法によって E0(r)El(r)e

ilθ が得られたため、

実験データとして観測した参照光の振幅 E0(r)で割ることで干渉縞からモード lの光渦の複

素振幅 El(r)e
ilθ だけを取り出すことができ、変換されたモードの位相分布を確認すること

ができる。

モード分布の解析

角スペクトル法を用いて、実験で観測した干渉縞から逓倍変換した光渦モードの複素振幅

を取り出した結果を図 5.8に示す。図 5.8(a)は入力した光渦モードであり、(b)に 2逓倍、

(c) に 3 逓倍した結果を示す。2,3 逓倍どちらの場合も所望の逓倍変換が行えていることが
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5.2 実験

図 5.8 逓倍変換された光渦の振幅分布 (a)入射したモード lの光ビーム (b)入射ビー

ムの 2逓倍変換 (c)入射ビームの 3逓倍変換

位相分布から確認できる。l = 0は逓倍しても位相差 0のままである。

次に、モード分布の解析方法を示す。実験データより得られた光複素振幅を極座標表示で

E(r, θ)とする。実験データ E(r, θ)はそのままだと離散値であるが、補間関数を利用するこ

とですべての r, θについて値をとることができる。ここで、E(r, θ)は θについて周期 2πで

あり、θ についてフーリエ級数展開可能である。よって、

E(r, θ) =

∞∑
l=−∞

Cl(r)e
ilθ (5.33)

Cl(r) =
1

2π

∫ π

−π

E(r, θ)e−ilθdθ (5.34)

の関係が成り立つ。ここで、パーセバルの等式

1

2π

∫ π

−π

|E(r, θ)|2 dθ =

∞∑
l=−∞

|Cl(r)|2 (5.35)

より、全光強度 P は

P =

∫ ∞

0

∫ π

−π

|E(r, θ)|2 rdrdθ =
∞∑

l=−∞

2π

∫ ∞

0

|Cl(r)|2 rdr (5.36)

で求まる。光渦モード lの光強度 Il を

Il ≡ 2π

∫ ∞

0

|Cl(r)|2 rdr (5.37)
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5.2 実験

図 5.9 モード分布の解析 (a)2逓倍変換の結果 (b)3逓倍変換の結果

として定義すると、モード lの確率 Pl は

Pl ≡
Il
P

(5.38)

で定義できる。光渦モードの平均値 ⟨l⟩は、上で求めた確率 Pl を用いて

⟨l⟩ ≡
∞∑

l=−∞

lPl (5.39)

で求めることができる。また lの標準偏差∆lは

∆l2 =
∞∑

l=−∞

(l − ⟨l⟩)2Pl (5.40)

で求められる。今回は −10 ≤ l ≤ +10の範囲で計算し、グラフに示した。

2逓倍の場合のモードの解析結果を図 5.9(a)に示す。ほとんどの場合において所望のモー

ドの割合が 70%を超えており、逓倍変換が正確に行えたことがわかる。3逓倍の場合のモー

ドの解析結果を図 5.9(b) に示す。2 逓倍の場合よりも所望のモードの割合は減少している

が、いずれの入力モードでも所望以外のモードとは 4倍以上の差があり、逓倍変換が行えた

と言える。図 5.11に 2逓倍と 3逓倍それぞれに含まれる平均モード (丸点 •と四角点 ■)と

標準偏差 (各点のエラーバー)のグラフを示す。2逓倍の場合、∆l の最大値は 0.88であり、

隣の入力モードとの重なりはないため、正確に所望モードが得られたといえる。3逓倍の場

合、∆lの最大値は 1.64となっており、隣のモードと 0.14の重なりがあることがわかった。

光渦モード逓倍変換の光パワー効率

2 逓倍と 3 逓倍について入射ビームのパワーに対する変換効率を求めた。SLM や各ミ

ラーの反射率を考慮し、純粋な変換だけの効率を計算する。ここで、SLMでの反射の際に
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5.2 実験

図 5.10 平均モードの解析 (a)2逓倍変換の結果 (b)3逓倍変換の結果

図 5.11 逓倍変換時の各反射率

発生する変調されない 0 次項成分を除去するために位相分布にグレーティングを付与して

いるため、そこでの反射率も考慮する。反射率を測定した結果 SLM0.81、グレーティング

0.59、凹面鏡 0.90、ミラー 0.99であり、これらを考慮して変換のみの効率を求めた。変換

効率として 2逓倍のとき 45%、3逓倍のとき 43%が得られた。
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第 6章

まとめ

4 章では SLM を用いた光複素振幅の幾何学変換による光渦のモード分離の実験を行

い、使用する位相分布に回折格子の効果を付加することでモード間干渉が最大 8.18%から

0.98%と大幅に減少させることができた。本研究では一つの円環から三つの線状の分布へと

変換することでモード間干渉が 1%以下にできることを示したが、位相分布を生成する際の

パラメータを変えることにより五つや七つの線状の分布へと変換することも可能である。こ

れらを用いて今回の実験よりも更に小さく集光することでモード間干渉を向上させることも

期待される。

5章では SLMを用いた光複素振幅の幾何学変換による光渦モードの逓倍手法と、複数の

位相分布による幾何学変換を一つの位相分布で実装する手法の提案を行った。また、光波が

伝搬中の座標と光複素振幅をシミュレーションし、幾何学変換の視覚化を行った。最後に一

つの SLM を使用して幾何学変換と位相補正を行い、光渦モード変換の実験による実証を

行った。その結果 2逓倍では 0.55、3逓倍では 0.41の所望モードが得られた。また、純粋な

モード変換のみの光パワー変換効率として 2逓倍のとき 45%、3逓倍のとき 43%が得られ

た。先行研究 [17]ではモード lの 2逓倍変換しか行えておらず、また変換した際の所望モー

ドも 40%であった。本研究では複数の位相分布による幾何学変換を一つの位相分布で実装

することにより実験系の大幅な簡素化を実現し、2逓倍のとき平均して 73%の所望モード

が得られ、3逓倍についても実験により実証した。4逓倍以上の変換も位相分布のパラメー

タを変えることですぐにでも実装可能であり、OAM状態の制御技術の基盤となりうる提案

である。また、この手法は光渦モードの逓倍変換だけでなく、分周 (除算)操作や、様々な空

間モードの状態制御に幅広く適用できるため、今後の光科学技術の発展に大きく貢献すると

考えられる。
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